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支局開設のごあいさつ

静岡県の農業は、豊かな自然環境や培われた高い

技術によって発展し、茶や、みかんをはじめ、米、

野菜、花きをはじめ、多くの農産物（農芸品）の産

地として全国に名を馳せています。

さて、農業従事者の高齢化や昨今の農産物の消費

動向の中で、静岡県農業のさらなる発展を図るため

には 「農林水産業・地域の活力創造プラン」や新、

たな「食料・農業・農村基本計画」に基づく農政改

革を、この静岡においても着実に推進していくことが求められています。

この度設置された関東農政局静岡支局は、農業・農村の現場に最も近い農林

水産省の地方組織として、新たに設けた「地方参事官室」を中心に、地域の皆

様の農政に対するご意見やご要望を丁寧に聞き取り、現場の声をできる限り各

種制度の利用に結びつけること、また、本局・本省への迅速な報告を通して、

制度・政策の改善に繋げることを使命としています。経営所得安定対策、６次

産業化、輸出、統計業務及び消費・安全業務など、従来から取り組んできた業

務と併せて、地域農業の発展のため懸命に努力して参ります。

私たちは県内をくまなく歩き、農業・農村の現状を肌で感じ、農業・農村活

性化への糸口を探ります。皆様からのお声掛けを心からお待ちしています。

平成27年10月

関東農政局静岡支局長

土 井 清 禎地方参事官

き よ よ し



１ 関東農政局静岡支局の役割

（１）農政課題の解決に取り組みます
「農林水産業・地域の活力創造プラン」や新たな「食料・農業・農村基本計画」に基づく農政改革を

着実に推進するため、静岡地域センター及び浜松地域センターを見直し、新たに、農政についての
説明や相談に対応する「地方参事官」を県庁所在地に常駐させ、農政全般に関する総合窓口として、
自治体等と協力して農政課題の解決に取り組んでいきます。

（２）主な業務を引き継ぎます
また、これまで地域センターで行ってきました経営所得安定対策の交付事務や６次産業化の推進、

輸出に関する業務、統計調査、食品表示監視等の食の安全・安心の確保等の業務については、下
記のとおり引き続き県庁所在地拠点で取り組みます。なお、消費者相談、リスクコミュニケーション、
食育など、一部の業務は関東農政局本局が直接対応します。

≪地域センターの業務を引き継ぎます≫

○経営所得安定対策チーム （０５４）－２４６－６１２１ 経営所得安定対策の交付事務等
○食料産業チーム （０５４）－２４６－６１２１ ６次産業化・輸出関連業務等
○統計チーム （経営・構造） （０５４）－２４６－０６１２ 農林水産統計調査

〃 （生産流通） （０５４）－２４６－６１２３ 〃
○消費・安全チーム （食品表示） （０５４）－２４６－６９５９ 食品表示監視

〃 （米穀流通） （０５４）－２４６－６１２５ 米トレサ・食糧法等による監視
〃 （農畜産安全） （０５４）－２４６－６１２５ 牛トレサ法による監視

これまで地域センターで行っていた下記の業務は、専任となる職員を配置し体制を強化した上で、
関東農政局（本局）が主体となって行います。

○消費者相談・リスコミ 消費・安全部消費生活課 （０４８）－７４０－０３５８
○食育 経営・事業支援部地域食品課 （０４８）－７４０－０３９１

地方参事官（支局長）

２ 関東農政局静岡支局の組織体制

地方参事官室 ≪農政全般に関する総合窓口≫ （０５４）－２４６－６１２１

・県内をくまなく回り、農政情報を説明します。
・農業者・消費者・行政関係者からの各種質問・相談に応じます。
・地域の現状に合わせて事業や制度、他地域での優良事例などを紹介し地域 の関係者
とともに農政課題の解決に努めます。



２ 関東農政局静岡支局の組織体制（つづき）

地方参事官室は 「現場と農政を結ぶ業務」を主な任務としています。、

地方参事官室スタッフは、担当地域の農業生産や農村を取り巻く環境などについて、

地域の様々なご意見をいただきながら習得し、地域にマッチした制度とのマッティング

等を行います。ですから担当地域に足繁く出向き、関係機関の皆様と何度もお話をさせ

ていただきながら、地域の状況を正しく把握することに努めます。

担　当　班 担　当　市　町　名 市町数

中部地域班
（県単位機関担当）

静岡市　島田市　焼津市　藤枝市　牧之原市　富士宮市
富士市　御殿場市　吉田町　川根本町　小山町

１１市町

東部地域班
沼津市　熱海市　三島市　伊東市　下田市　裾野市
伊豆市　伊豆の国市　東伊豆町　河津町　南伊豆町
松崎町　西伊豆町　函南町　清水町　長泉町

１６市町

西部地域班
浜松市  磐田市　掛川市　袋井市　湖西市  御前崎市
菊川市　森町

   ８市町

小山町
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★

関東農政局静岡支局

地方参事官室の地域担当

浜名湖

駿河湾



平成28年度農林水産予算概算要求特集

去る８月31日、農林水産省が財務省に提出した平成28年度概算要求の内容が明らかに

なりました。農林水産省の概算要求額は平成27年度の予算額を３千４百億円（14.8％）

上回る２兆4,697億円で、飼料米生産等の水田フル活用の推進、農業農村整備事業等の

強い農林水産業のための基盤づくりに重点がおかれました。

平成28年度農林水産予算概算要求のポイント

28年度概算要求は 「農林水産業・地域の活力創造プラン」及び新た、

な「食料・農業・農村基本計画」に基づいて 「強い農林水産業」と「美、

しく活力ある農山漁村」を実現する施策を重点的に要求しています。

中でもポイントとなるものは次のとおりです。

①飼料用米等の本作化による水田フル活用を推進するための「水田活用

の直接支払交付金」について、3,177億円（対前年度407億円増）

を要求

②強い農林水産業のための基盤づくりを進めるための予算、特に、農業

農村整備事業関係予算について、前年度から1,000億円の増となる

4,588億円を要求

③訪日外国人観光客を農山漁村に呼び込むインバウンド関係事業として

７億円（農家民宿の整備など関連事業を合わせると87億円）などを

要求することとしています

さらに具体的な特徴は次のとおりです。

飼料用米など戦略作物の本作化による水田フル活用や、土地改良事業①

の一層の推進を始めとする強い農林水産業のための基盤づくり

②農地中間管理機構による農地の集積・集約化

③畜産クラスター等による畜産・酪農の競争力強化

④６次産業化等による高付加価値化、食と農を活用したインバウンドの

推進や輸出促進

⑤日本型直接支払など農山漁村の活性化

⑥森林・林業分野では、林業の成長産業化と森林吸収源対策の推進

等を重点事項としているところです。



平成２８年度農林水産関係予算概算要求の重点事項

総額 ２兆６，４９７億円
（２兆３，０９０億円）

（※）各事項の下段（ ）内は、平成27年度当初予算額

１ 水田フル活用の推進と経営所得安定対策

① 水田活用の直接支払交付金 ３，１７７億円
（２，７７０億円）

・ 飼料用米をはじめ、麦・大豆等の戦略作物の本作化を進めると
ともに、産地交付金により、多収品種の導入、地域の特色のある
魅力的な産品の産地の創造、自主的な生産拡大を促す取組を支援

② 畑作物の直接支払交付金 （所要額）１，９４８億円
（２，０７２億円）

・ 麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ等の畑作物を生産
する認定農業者等の担い手に対し、経営安定のための交付金を交
付

③ 収入減少影響緩和対策 （所要額）９７９億円
（８０２億円）

・ 認定農業者等の担い手に対し、米、麦、大豆等の収入が標準的
収入額を下回った場合に、その差額の９割を補塡（加入者と国が
１対３の割合で負担）

④ 米穀周年供給・需要拡大支援事業 ５０億円
（５０億円）

・ 気象の影響等により必要が生じた場合に、産地が自主的に行う
米の年間を通じた安定販売・需要拡大等の取組を支援

⑤ 米の直接支払交付金 ７４９億円
（７６０億円）

・ 米を生産する農業者の経営安定のための交付金を交付（29年産
までの時限措置（30年産から廃止））



２ 強い農林水産業のための基盤づくり

（１）農林水産業の基盤整備（競争力強化・国土強靱化）

① 農業農村整備事業＜公共＞ ３，３７２億円
（２，７５３億円）

・ 農地の大区画化、老朽化した施設の改修等の遅れがみられる中、
農業の競争力強化や農村地域の国土強靱化を図るため、農地集積
の加速化、農業の高付加価値化のための農地の大区画化・汎用化
や水路のパイプライン化、老朽化した農業水利施設の長寿命化・
耐震化対策等を推進

（関連対策）

農地耕作条件改善事業 ３５９億円
（１００億円）

農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約化を推
進するため、担い手への農地の集積・集約化が行われ、又は基
盤整備の実施により今後行われると見込まれる地域において、
区画拡大、暗渠排水等に加え、土壌改良をはじめとする借り手
のニーズに対応した基盤整備を支援

② 森林整備事業＜公共＞ １，４１４億円
（１，２０３億円）

・ 国産材の安定供給体制を構築するとともに、地球温暖化を防止
するための間伐等の森林施業や路網の整備を推進

③ 治山事業＜公共＞ ７１７億円
（６１６億円）

・ 地震・集中豪雨等に対する山地防災力の強化のため、荒廃山地
の復旧・予防対策、津波に強い海岸防災林の保全等を推進

④ 水産基盤整備事業＜公共＞ ８４１億円
（７２１億円）

・ 輸出戦略漁港の衛生管理対策や水産資源回復対策、老朽化した
漁港施設の長寿命化対策や地震・津波対策、漁港機能の集約化・
再活用を推進

⑤ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞ １，２４３億円
（１，０６７億円）

・ 地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村
の防災・減災対策を支援

（２）農林水産関係施設整備

① 強い農業づくり交付金 ３４５億円
（２３１億円）

・ 国産農畜産物の安定供給・輸出拡大のため、生産から流通まで
の強い農業づくりに必要な共同利用施設の整備等を支援



② 森林・林業再生基盤づくり交付金 (次世代林業基盤づくり交付金で実施)

２００億円の内数
・ 国産材の安定的・効率的な供給等を図るため、木材加工流通施 （２７億円）

設、木造公共建築物、高性能林業機械の整備等を支援

③ 強い水産業づくり交付金 ８０億円
（３５億円）

・ 水産業の強化のための共同利用施設等の整備、漁港・漁村にお
ける防災・減災対策の取組等を支援

④ 特殊自然災害対策施設緊急整備事業 ４億円
（１億円）

・ 火山の降灰被害に対応するための洗浄用機械施設等の整備やこ
れと一体的に行う用水確保対策等を支援

（３）産地の構造改革の推進

① 新しい野菜産地づくり総合対策事業 ２８億円
（８億円）

・ 実需者ニーズに対応した野菜の安定生産・安定供給を実現する
ため、次世代施設園芸拠点で得られた知見も活用しつつ、生産者
・実需者・行政等が連携して取り組む大規模な野菜団地の形成を
支援するとともに、加工・業務用野菜の安定生産・安定供給に必
要な土壌・土層改良等を支援

② 次世代施設園芸の地域展開の促進

・ 次世代施設園芸の各地域への展開を促進するため、次世代施設 (強い農業づくり交付金

園芸モデルの拠点における成果や取組に関するセミナー等による で実施)

情報発信、拠点における実践的な研修等を支援するとともに、拠 優先枠２０億円
点で得られた知見を活用した施設園芸団地づくりを支援 （－）

(新しい野菜産地づくり

総合対策事業で実施)

２８億円の内数

（－）

次世代施設園芸地域展

開促進事業

１２億円
（２０億円）

③ 国産花きの生産・供給対策 １０億円
（７億円）

・ 国産シェア奪還に向けた花きの日持ち性向上のための取組や輸
出拡大のための低温パッキング等の取組、2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟ
ﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに向けた安定供給体制づくりを支援するとともに、2016年
トルコ国際園芸博覧会に出展



④ 農業界と経済界の連携による先端モデル農業確立実証事業 ４億円
（３億円）

・ 農業界と経済界が連携して行う先端モデル農業の確立に向けた
取組（低コスト生産技術体系、ＩＣＴを活用した効率的生産体制
の確立等）を支援

⑤ 農業労働力最適活用支援総合対策事業【新規】 ５億円
（－）

・ 産地における人手不足を補うため、労働力の募集・産地への派
遣を一体的に行う仕組みや農業サービス事業体・援農隊による労
働力の提供を円滑に行う仕組みの構築を支援

３ 担い手への農地集積・集約化等による構造改革の推進

（１）農地中間管理機構による農地集積・集約化

① 農地中間管理機構による農地の集積・集約化 １２４億円
（１９０億円）

・ 担い手への農地集積・集約化等を加速化するため、農地中間管
理機構の事業運営、農地の出し手に対する協力金の交付等を支援
（各都道府県基金から充当し、不足分を要求）

② 農地の大区画化等の推進＜公共＞ (農業農村整備事業で実施)

１，３１２億円
・ 農地中間管理機構による農地の借受け・貸付けとの連携等によ (１，０８９億円)

り、農地の大区画化・汎用化等を促進

③ 農地耕作条件改善事業（再掲） ３５９億円
（１００億円）

・ 農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約化を推進
するため、担い手への農地の集積・集約化が行われ、又は基盤整
備の実施により今後行われると見込まれる地域において、区画拡
大、暗渠排水等に加え、土壌改良をはじめとする借り手のニーズ
に対応した基盤整備を支援

④ 経営体育成支援事業 ４０億円
（３２億円）

・ 農地中間管理機構を活用して規模拡大を図る経営体をはじめと
して、地域の中心経営体等に対し、農業用機械・施設等の導入を
支援

⑤ 果樹支援関連対策 (果樹・茶支援関連対策で実施)

５９億円
・ 農地中間管理機構の活用等による改植やこれに伴う未収益期間 （５５億円）

に対する支援、園地整備等に対する支援を実施



⑥ 耕作放棄地再生利用緊急対策交付金 ４億円
（３億円）

・ 荒廃農地を再生利用するための雑草・雑木除去や土づくり等の
取組を支援

（２）農業委員会の活動による農地利用の最適化

① 農業委員会の活動による農地利用最適化の推進 ７８億円
（５３億円）

・ 農地利用の 適化の推進のための農業委員会の積極的な活動を
支援

② 機構集積支援事業 (農地中間管理機構による農地

の集積・集約化で実施)

・ 遊休農地の所有者の利用意向調査、農地台帳の情報更新・シス ３４億円
テム維持管理、農業委員等の資質向上に向けた研修等を支援 （２８億円）

（３）多様な担い手の育成・確保

① 農業経営力向上支援事業 ８億円
（５億円）

・ 農業経営の法人化・集落営農の組織化の取組を支援し、法人化
の推進体制を整備するとともに、農業経営の質の向上（農業法人
等と他産業での経験を有する人材とのマッチング等）を促進

② 新規就農・経営継承総合支援事業 ２２９億円
（１９５億円）

・ 就農前後の青年就農者・経営継承者への給付金の給付、雇用就 うち青年就農給付金

農を促進するための農業法人での実践研修への支援のほか、就農 １５０億円（１２２億円）

後の相談体制の整備、農業大学校・農業高校の新規学卒者等を就
農に結び付ける取組等への支援

③ 事業性評価融資推進事業【新規】 １０億円
（－）

・ 経営力のある農業経営者が担保余力や保証人がなくとも融資を
受けやすくするよう、経営力や事業性の評価に重点を置く融資ス
キームの構築を支援

④ 経営体育成支援事業（再掲） ４０億円
（３２億円）

・ 農地中間管理機構を活用して規模拡大を図る経営体をはじめと
して、地域の中心経営体等に対し、農業用機械・施設等の導入を
支援

⑤ 収入保険制度検討調査費 ３億円
（５億円）

・ 収入保険制度の導入に向けた諸課題の検討を進めるため、事業
化調査等を実施



４ 畜産・酪農の競争力の強化

（１）畜産・酪農の収益性向上

① 高収益型畜産体制構築事業 １億円
（１億円）

・ 畜産農家と畜産関係者（コントラクター（飼料生産組織）、飼
料メーカー、実需者等）の結集による地域全体での収益性向上の
ための取組（畜産クラスターの構築）を支援

② 畜産収益力強化対策 ３５０億円
（７５億円）

・ 畜産クラスター計画に位置付けられた地域の中心的な経営体が
行う収益性向上、畜産環境問題への対応に必要な機械のリース整
備、施設整備、家畜の導入を支援

③ 国産畜産物の新たな市場獲得のための技術開発促進事業【新規】 ３億円
（－）

・ 畜産物の国産シェアの拡大に向け、国産畜産物の加工原料への
利用を促進するための技術開発等を支援

（２）畜産・酪農の生産力強化

① 畜産・酪農生産力強化対策事業【新規】 ２０億円
（－）

・ 和牛の生産拡大と生乳供給力の向上に資する和牛受精卵移植・
性判別精液の活用や関係機器の整備、肉用牛の繁殖向上のための
新たな取組（発情発見装置の導入等）を支援

② 和牛・生乳の生産拡大を支える研究開発 (委託プロジェクト研究で実施)

６億円
・ 性判別精液の評価精度の向上、繁殖機能の改善、泌乳量の平準 （３億円）

化による生涯乳量の向上等の研究開発を推進

（３）自給飼料の生産拡大

① 飼料増産総合対策事業 １７億円
（１１億円）

・ 濃厚飼料原料（イアコーン（子実、芯、穂皮から成る雌穂）等）
し すい

の増産、レンタカウを活用した肉用繁殖牛等の放牧の推進、難防
除雑草の駆除等による草地改良、コントラクターの機能の高度化、
エコフィードの増産等を支援



② 飼料生産型酪農経営支援事業 ７０億円
（６６億円）

・ 環境負荷軽減に取り組みつつ、飼料の二期作・二毛作等を行う
酪農家や、輸入粗飼料の使用量を削減して飼料作付面積を拡大す
る酪農家を支援

③ 草地関連基盤整備＜公共＞ (農業農村整備事業で実施)

８５億円
・ 離農農家の草地の円滑な継承を図るため、草地改良と併せて行 (６２億円)

う施設用地確保のための離農施設の撤去を支援するとともに、牧
柵の除去等の簡易な基盤整備等を推進

（４）畜産・酪農経営安定対策

○ 畜産・酪農経営安定対策 （所要額）１，７０８億円
（１，７０８億円）

・ 畜種ごとの特性に応じて畜産・酪農経営の安定を支援し、意欲
ある生産者が経営の継続・発展に取り組める環境を整備

５ 農林水産物・食品の高付加価値化等の推進

（１）６次産業化の推進

① 農林漁業成長産業化ファンドの積極的活用 【財投資金】
出資枠１５０億円

・ （株）農林漁業成長産業化支援機構を通じ、生産・流通・加工 貸付枠５０億円

等の産業間が連携した取組について、資本の提供と経営支援を一
体的に実施

② ６次産業化支援対策 ２９億円
（２７億円）

・ 農林漁業者と多様な事業者が連携して行う新商品開発・販路開
拓及び施設整備、プランナーによる事業者等に対するサポート体
制の整備等を支援

（２）医福食農など異業種との連携の推進

① 薬用作物等地域特産作物産地確立支援事業 (産地活性化総合対策で実施)

５億円
・ 薬用作物等の産地形成を促進するため、栽培技術の確立・普及 （４億円）

を支援するとともに、相談窓口の設置により、産地と漢方薬メー
カーのマッチングを支援

② 先端ロボットなど革新的技術の開発・普及 ４１億円
（１４億円）

・ ロボット技術など革新的技術の導入により生産性の飛躍的な向
上を実現するため、ロボット産業等と連携した研究開発、現場普
及のための導入実証等を支援



③ 異分野との融合を含む産学連携の更なる強化 ２４億円
（１３億円）

・ 農林水産・食品分野での産学連携に加え、異分野の人材とのマ
ッチングの場を構築し、産学連携の更なる強化を図り、革新的技
術の研究開発を促進

④ 地理的表示等活用総合対策事業【新規】 ２億円
（－）

・ ＧＩ（地理的表示保護制度）の登録申請・普及啓発、ＧＩ等を
活用した地域産品のブランド化を支援

６ 日本食・食文化の魅力発信と輸出促進

（１）日本食・食文化の魅力発信

① 食文化発信による海外需要フロンティア開拓の加速化【新規】 １２億円
（－）

・ 食のグローバル人材（海外で活躍する日本食料理人）の育成、
海外メディアの活用、ミラノ万博の成果を活かしたフェスティバ
ルの開催等による日本食・食文化の魅力を発信する取組を支援

② 「和食」と地域食文化継承推進事業【新規】 ２億円
（－）

・ ユネスコ無形文化遺産に登録された「和食」の保護・継承を図
るための普及活動を支援するとともに、シンポジウムの開催等に
よる郷土料理や伝統野菜など地域の食の魅力の再発見につながる
取組を支援

③ 全国レベル・地域レベルでの食育等の推進 ８億円
（１億円）

・ 食育推進のための課題解決に向けた調査・検討のほか、食育の
全国レベル・地域レベルでの推進や国産農林水産物の消費拡大を
図るため、メディア等を活用した全国的な国民運動、地産地消等
の地域における活動を支援

（２）農林水産物・食品の輸出促進

① 輸出戦略の実行体制の強化 １５億円
（１１億円）

・ 国別・品目別輸出戦略の効果的な実施に向け、輸出促進のため
設置した司令塔（関係府省庁、事業者団体等から構成される輸出
戦略実行委員会）の下、品目別輸出団体の育成、産地間連携の促
進、輸出環境の整備等を実施



② 輸出総合サポートプロジェクト １６億円
（１４億円）

・ 事業者発掘から商談支援、輸出相談窓口のワンストップ化、マ
ーケティング拠点の設置など、輸出に取り組む事業者を支援

③ グローバル・フードバリューチェーン戦略の推進 ２億円
（２億円）

・ 食のインフラシステムの輸出に向け、官民協議会等を活用し、
先進国も含め食産業の海外展開先として有望な国・地域における
フードバリューチェーン構築のための調査・取組を支援

④ 国際農産物等市場構想推進事業 ２億円
（１億円）

・ 国際空港近辺における卸売市場の輸出拠点化を推進するため、
青果物・花き等について品質を保持してスピーディーに輸出する
手法等の調査と拠点化構想の策定を支援

⑤ 輸出対応型施設の整備

・ 水産物の輸出拡大に向け、輸出先国のＨＡＣＣＰ基準等を満た １７４億円
すための水産加工・流通施設の改修や輸出戦略漁港の衛生管理対 （１１８億円）

策等を推進＜一部公共＞

・ 輸出青果物の長期保存が可能な低温貯蔵施設等の整備を支援 (強い農業づくり交付金で実施)

優先枠３０億円
（２０億円）

⑥ 輸出促進に資する動植物防疫体制の整備 ６億円
（４億円）

・ 輸出促進に必要となる家畜疾病に関する対策を実施するととも
に、輸出解禁に当たり必要となる国内の病害虫情報の収集等を実
施

⑦ 日本発食品安全管理規格・認証スキーム等の推進【新規】 ２億円
（－）

・ 国際的な取引にも通用し、和食や生食・発酵食品を含めた日本
の食文化に適用しやすい日本発の食品安全管理規格・認証スキー
ムの推進や、日本の農業者が取り組みやすい日本発の輸出用ＧＡ
Ｐが国際的な承認を得るための取組を支援

（３）食と農を活用したインバウンドの推進

① 食によるインバウンド対応推進事業【新規】 １億円
（－）

・ 日本食・食文化の魅力発信がインバウンド（外国人の訪日）を
促進し、それが更に日本の食の評価を高める好循環を構築するた
め、食と景観等が一体的な魅力を織りなす地域（食と農の景勝地）
を情報発信するとともに、食と農のアーカイブス化（集積・保護
・継承）、飲食店等の多言語対応等を支援



② 農山漁村の宝発掘・活用人材創造事業【新規】 ５億円
（－）

・ 食と農に関する地域資源を磨き上げ、インバウンドの戦略的な
推進に取り組む地域において、こうした取組を担う人材を育成・
確保するための研修、地域の活動組織への人材派遣及び専門家に
よるフォローアップを一体的に支援

③ おみやげ農畜産物検疫受検円滑化支援事業 １億円
（０．２億円）

・ 外国人旅行者が国産農畜産物を持ち帰る際の利便性を高めるた
め、道の駅などで購入した農畜産物が動植物検疫を経て空港やク
ルーズ船の寄港地で受け取れる体制をモデル的に整備

（関連対策）

都市農村共生・対流総合対策交付金 ２１億円
（２０億円）

子どもの農山漁村宿泊体験や福祉農園の開設、空き家・廃校
を活用した交流、インバウンド需要を含めた観光需要への対応
（農家民宿の改修・Ｗｉ－Ｆｉ（無線でインターネット接続が
可能なシステム）の導入等）等を支援

食文化発信による海外需要フロンティア開拓の加速化（再掲） １２億円
（－）

食のグローバル人材（海外で活躍する日本食料理人）の育成、
海外メディアの活用、ミラノ万博の成果を活かしたフェスティ
バルの開催等による日本食・食文化の魅力を発信する取組を支
援

地理的表示等活用総合対策事業（再掲） ２億円
（－）

ＧＩ（地理的表示保護制度）の登録申請・普及啓発、ＧＩ等
を活用した地域産品のブランド化を支援

輸出総合サポートプロジェクト（再掲） １６億円
（１４億円）

事業者発掘から商談支援、輸出相談窓口のワンストップ化、
マーケティング拠点の設置など、輸出に取り組む事業者を支援

６次産業化支援対策（再掲） ２９億円
（２７億円）

農林漁業者と多様な事業者が連携して行う新商品開発・販路
開拓及び施設整備、プランナーによる事業者等に対するサポー
ト体制の整備等を支援



７ 品目別生産振興対策

① 野菜価格安定対策事業 （所要額）１７１億円
（１６７億円）

・ 生産者の経営安定を図るため、野菜の価格低落時における生産
者補給金の交付等を実施

② 果樹・茶支援関連対策 ７４億円
（６９億円）

・ 果樹について、農地中間管理機構の活用等による改植やこれに
伴う未収益期間に対する支援、園地整備、計画生産・出荷等に対
する支援を実施するとともに、茶について、改植やこれに伴う未
収益期間に対する支援、他作物への転換に向けた茶園整理に対す
る支援を実施

③ 甘味資源作物生産支援対策 ９６億円
（８１億円）

・ 国内産糖と輸入糖との内外コスト差を調整し、甘味資源作物生
産者等の経営安定を図るための交付金を交付するとともに、病害
虫防除・かん水など自然災害に対応した取組や地力増強など増産
に向けた取組を支援

④ 畜産・酪農経営安定対策（再掲） （所要額）１，７０８億円
（１，７０８億円）

・ 畜種ごとの特性に応じて畜産・酪農経営の安定を支援し、意欲
ある生産者が経営の継続・発展に取り組める環境を整備

８ 食の安全・消費者の信頼確保

① 消費・安全対策交付金 １９億円
（１８億円）

・ 鳥インフルエンザなど家畜の疾病・農作物の病害虫の発生予防
・まん延防止に係る取組のほか、食品トレーサビリティの普及等
を支援

② 家畜衛生等総合対策 ５４億円
（５４億円）

・ 鳥インフルエンザなど家畜の疾病に対する発生予防と万一の発
生の場合のまん延防止対策を実施

③ 産地偽装等取締強化対策 ３億円
（３億円）

・ 悪質な産地偽装が後を絶たない中、効率的・効果的な監視を実
施するため、食品の科学的分析等による原産地判別等を強化



④ 食品リサイクル促進等総合対策事業 １億円
（１億円）

・ 食品ロス削減に向けた優良事例の調査・分析・周知などによ
り、食品ロス削減国民運動を展開するとともに、外食産業におけ
る食品廃棄物のリサイクルを推進

９ 人口減少社会における農山漁村の活性化

（１）日本型直接支払の実施

① 多面的機能支払交付金 ５１３億円
（４８３億円）

・ 農業者等で構成される活動組織が農地を農地として維持してい
くために行う地域活動や、地域住民を含む活動組織が行う地域資
源の質的向上を図る活動に交付金を交付

② 中山間地域等直接支払交付金 ２９０億円
（２９０億円）

・ 中山間地域等における農業生産条件の不利を補正するため、条
件不利地域での農業生産活動を継続して行う農業者等に交付金を
交付

③ 環境保全型農業直接支払交付金 ２７億円
（２６億円）

・ 化学肥料及び農薬の５割低減の取組と合わせて、地球温暖化防
止等に効果の高い営農活動を行う農業者等に交付金を交付

（２）他省庁と連携した集落のネットワーク化の推進、定住の促進

① 農村集落活性化支援事業 ６億円
（６億円）

・ 地域住民が主体となった地域の将来ビジョンづくりや、集落営
農組織等を活用した集落間のネットワーク化により、地域の維持
・活性化を図る取組を支援

② 山村活性化支援交付金 ８億円
（８億円）

・ 山村の所得・雇用の増大に向け、薪炭・山菜など地域資源の活
用等を図るための取組を支援

③ 離島漁業再生支援交付金 １２億円
（１２億円）

・ 離島における漁業集落の再生活動（漁場生産力の向上等）を支
援



（３）都市と農山漁村の共生・対流等

① 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 ６３億円
（６２億円）

・ 農山漁村における定住・地域間交流を促進するための生産基
盤、農産物加工・販売施設、地域間交流拠点等の整備を支援

② 都市農業機能発揮対策事業 ３億円
（２億円）

・ 都市農業の多様な機能の発揮を促進するため、国土交通省と連
携し、都市農業に関する制度の検討を実施するほか、都市農業の
意義の周知、災害時の避難地としての農地の活用、福祉農園の開
設を支援

③ 都市農村共生・対流総合対策交付金（再掲） ２１億円
（２０億円）

・ 子どもの農山漁村宿泊体験や福祉農園の開設、空き家・廃校を
活用した交流、インバウンド需要を含めた観光需要への対応（農
家民宿の改修・Ｗｉ－Ｆｉ（無線でインターネット接続が可能な
システム）の導入等）等を支援

（４）再生可能エネルギーの導入促進

① 農山漁村活性化再生可能エネルギー導入等促進対策 １０億円
（１０億円）

・ 再生可能エネルギー発電事業による収入を地域の農林漁業の発
展に活用する取組や農業水利施設を活用した小水力発電等に係る
調査設計等を支援

② 地域バイオマス産業化推進事業 ９億円
（８億円）

・ 地域のバイオマスを活用した産業化等に必要な施設整備等を支
援

③ 木質バイオマスの利用拡大 ６億円
（５億円）

・ 木質バイオマスの利用促進を図るため、エネルギー利用拡大に
向けた全国的な調査、相談窓口の設置、セルロースナノファイバ
ー等のマテリアル利用の促進に向けた技術開発等を支援

（５）鳥獣被害防止対策の推進

① 鳥獣被害防止総合対策 ９７億円
（９５億円）

・ 鳥獣被害対策実施隊の増設・捕獲活動の実施、侵入防止柵の設
置、捕獲技術高度化施設や処理加工施設の整備、ジビエ活用の推
進等を支援



② シカによる森林被害緊急対策事業 ５億円
（２億円）

・ シカによる森林被害が深刻な地域において、国と自治体の広域
的な連携の下、シカの計画的な捕獲・防除等を緊急的に支援

10 林業の成長産業化・森林吸収源対策の推進

① 次世代林業基盤づくり交付金 ２００億円
（２７億円）

・ 需要に応じた低コストで効率的な木材の生産・供給を実現する
ため、間伐・路網整備やＣＬＴ（直交集成板）等を製造する木材
加工流通施設、木質バイオマス関連施設、苗木生産施設等の整備
など地域の実情に応じた川上から川下までの取組を総合的に支援

② 林業の低コスト化と花粉症対策の推進 １８億円
（９億円）

・ 施業集約化に向けた航空レーザーの活用等による森林情報の収 うち施業集約化の加速化

集等を支援するとともに、低コスト化や花粉症対策の推進のため、 ５億円（３億円）

成長に優れた品種や花粉の少ない品種等を対象として、採種園等 うち花粉発生源対策

の造成・改良、コンテナ苗の生産技術研修を支援するほか、花粉 ６億円（１億円）

症対策苗木への植替えを促進

③ 新たな木材需要創出総合プロジェクト １６億円
（１４億円）

・ 中高層建築等に活用できるＣＬＴ・耐火部材など新たな製品・ うちＣＬＴ・耐火部

技術の開発・普及の加速化、地域材の利用拡大を支援 材等新たな製品・技

術の開発

５億円（５億円）

うち地域材利用促進

１１億円（１０億円）

④ 違法伐採対策の推進 (新たな木材需要創出総合プロジェクトで実施)

１億円
・ 違法伐採対策の強化に対応できる体制の整備等を図るほか、合 （０．３億円）

法木材の普及を促進

⑤ 森林・山村の多面的機能の発揮対策 ２５億円
（２５億円）

・ 森林・山村の多面的機能の発揮を図るため、地域における活動
組織が実施する森林の保全管理や森林資源の利用等の取組を支援

⑥ 森林・林業人材育成対策 ６２億円
（６１億円）

・ 林業への就業前の青年に対する給付金の給付や、「緑の雇用」
事業の拡充等による人材の育成を支援



⑦ 山村活性化支援交付金（再掲） ８億円
（８億円）

・ 山村の所得・雇用の増大に向け、薪炭・山菜など地域資源の活
用等を図るための取組を支援

⑧ 森林整備事業＜公共＞（再掲） １，４１４億円
（１，２０３億円）

・ 国産材の安定供給体制を構築するとともに、地球温暖化を防止
するための間伐等の森林施業や路網の整備を推進

⑨ 治山事業＜公共＞（再掲） ７１７億円
（６１６億円）

・ 地震・集中豪雨等に対する山地防災力の強化のため、荒廃山地
の復旧・予防対策、津波に強い海岸防災林の保全等を推進

11 水産日本の復活

① 浜の担い手・地域活性化対策 １５億円
（１０億円）

・ 浜の活力再生プラン・広域浜プランの策定を促進し、広域浜プ うち浜の担い手漁船

ランに位置付けられた中核的担い手に対して地域の漁船を円滑に リースモデル事業

継承するモデル的な漁船リース事業を実施するとともに、漁業へ ３億円（－）

の就業前の青年に対する給付金を給付するほか、就業・定着促進
等のための研修等を支援

② 資源管理・資源調査の強化 ４６億円
（３７億円）

・ 漁業者の理解を得る適切な資源管理を推進するため、資源評価
の精度向上、漁船を活用したデータ収集の強化等に取り組むほか、
漁場形成・海況予測に関する情報を提供

③ 漁業経営安定と漁業構造改革の推進 ４４２億円
（３８６億円）

・ 資源管理に取り組む漁業者に対する共済・積立ぷらすを活用し うち漁業経営セーフ

た収入安定対策、燃油や配合飼料の価格上昇に対するコスト対策 ティーネット構築事業

を実施するとともに、高性能漁船の導入による収益性向上等を支 ２５億円（４０億円）

援 うち漁業収入安定対

策事業

２４７億円（２３７億円）

うち漁業構造改革総

合対策事業

６７億円（５億円）



④ 水産物の加工・流通・輸出対策 ３２億円
（１５億円）

・ ＥＵ・ＨＡＣＣＰ等に対応した水産加工・流通施設の改修、販 うち水産物輸出倍増

売ニーズや産地情報等の共有化、流通促進のための機器の整備等 環境整備対策事業

を支援するとともに、産地市場における水産物トレーサビリティ １８億円（３億円）

システムの導入に向けた調査等を実施

⑤ 水産多面的機能の発揮対策と離島漁業の再生支援 ４２億円
（４０億円）

・ 漁業者等が行う海難救助、藻場・干潟の保全等の地域活動を支 うち水産多面的機能

援するとともに、離島における漁業集落の再生活動を支援 発揮対策

３０億円（２８億円）

⑥ 増養殖対策 １５億円
（１４億円）

・ 低魚粉配合飼料による養殖技術の確立・普及等を支援するとと
もに、さけ・ますの種苗放流手法の改良、シラスウナギの大量生
産システムの実証化、カワウ・外来魚の被害防止対策等を支援

⑦ 捕鯨対策 ３０億円
（１９億円）

・ 調査捕鯨の安定的な実施を支援するとともに、ＩＣＪ（国際司 このほか漁業構造改革

法裁判所）判決を踏まえた調査計画に基づく鯨類捕獲調査を円滑 総合対策事業で実施

かつ効果的に実施するため、非致死的調査や妨害対策への対応、
国内外の研究機関との連携、調査捕鯨に関する情報発信等を実施

⑧ 強い水産業づくり交付金（再掲） ８０億円
（３５億円）

・ 水産業の強化のための共同利用施設等の整備、漁港・漁村にお
ける防災・減災対策の取組等を支援

⑨ 水産基盤整備事業＜公共＞（再掲） ８４１億円
（７２１億円）

・ 輸出戦略漁港の衛生管理対策や水産資源回復対策、老朽化した
漁港施設の長寿命化対策や地震・津波対策、漁港機能の集約化・
再活用を推進

その他

諫早湾干拓潮受堤防排水門の開門への対応に係る経費については、今後の予算編成過程
で検討する。



付 静岡県農業の統計指標
日頃は農林水産統計の実施についてご協力をいただき誠にありがとうございます。

静岡県の農林水産業に係る主な統計数値を御紹介します。

単位 静岡県 全　国 年次 資  料  名

戸 1,518,772 55,952,365 平26年 総務省自治行政局「住民基本台帳に基づく人口及び世帯数」

人 3,803,481 128,438,348 〃 　　　  〃

K㎡ 7,780 377,947 平22年 2010年世界農林業センサス（農山村地域調査）

戸 38,969 1,631,206 平22年 2010年世界農林業センサス（販売農家）

〃 10,516 359,720 〃 　　　　〃　　　

〃 9,292 388,883 〃 　　　　〃　　　

〃 19,161 882,603 〃 　　　　〃　　　

〃 26,349 900,304 〃 　　　　〃　　　

〃 7,949 415,153 〃 　　　　〃　　　

〃 2,438 136,277 〃 　　　　〃　　　

〃 2,233 179,472 〃 　　　　〃　　　

人 5,423 231,101 平26年 農林水産省ＨＰ

人 169,425 6,503,219 平22年 2010年世界農林業センサス（販売農家）

〃 57,374 2,230,658 〃 　　　　〃　　　

〃 70,867 2,605,736 〃 　　　　〃　　　

〃 44,313 1,605,036 〃 　　　　〃　　　

〃 63,958 2,051,437 〃 　　　　〃　　　

〃 40,530 1,253,477 〃 　　　　〃　　　

100ha 685 45,180 平26年 耕地面積及び作付面積統計

〃 229 24,580 〃 　　　  〃

〃 158 11,570 〃 　　　  〃

〃 287 2,956 〃 　　　  〃

億円 2,138 84,668 平25年 生産農業所得統計

〃 200 17,807 〃 　　　  〃

〃 593 22,533 〃 　　　  〃

〃 286 7,588 〃 　　　  〃

〃 451 27,092 〃 　　　  〃

〃 373 1,119 〃 （茶の全国は24年値）

業者 1,811 71,205 平26年 農林水産省ＨＰ

経営体 2,881 140,186 平22年 2010年世界農林業センサス

人 10,917 325,589 〃 　　　  〃

千ha 496 24,845 〃 　　　  〃

億円 92 4,322 平25年 生産林業所得統計

経営体 2,678 94,522 平25年 2013年漁業センサス（海面漁業・概算値）

人 5,750 181,253 〃 　　　  〃

億円 588 13,288 平24年 漁業生産額（海面漁業・養殖業）

％ 2.6 2.9 平22年 販売農家数／総世帯数

〃 4.5 5.1 〃 販売農家人口／総人口

主業農家 〃 27.0 22.1 〃 主業農家数／販売農家数

準主業農家 〃 23.8 23.8 〃 準主業農家数／販売農家数

副業的農家 〃 49.2 54.1 〃 副業的農家数／販売農家数

1.0ｈａ未満 〃 67.6 55.2 〃 1.0ｈａ未満農家数／販売農家数

1.0-2.0 〃 20.4 25.5 〃 1.0-2.0ｈａ農家数／販売農家数

2.0-3.0 〃 6.3 8.4 〃 2.0-3.0ｈａ農家数／販売農家数

3.0ｈａ以上 〃 5.7 11.0 〃 3.0ｈａ以上農家数／販売農家数

〃 33.9 34.3 〃 65歳以上／農家人口

〃 62.5 61.6 〃 65歳以上／農業就業人口

〃 63.4 61.1 〃 65歳以上／基幹的農業従事者数

注：農業産出額の茶は、生葉と荒茶の合計値である。
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＊各種統計調査結果は、http: //www.maff.go.jp/j/tokei からご覧いただけます。

、 （ ） 。＊統計に関する御質問は 静岡支局統計チーム 054-246-0612 までお尋ね下さい

シェア(%) 順位

作 付 面 積 100ha 168 15,730   1 33 平26年 作物統計（普通作物）

収 穫 量 100ｔ 864 84,350   1 33 〃 　　　〃　

収 穫 量 ｔ 21,100 579,000   4 6 平25年 野菜生産出荷統計

〃 〃 7,480 34,000   22 2 〃 　　　〃　

〃 〃 7,790 47,000   17 2 〃 　　　〃　

〃 〃 11,500 165,600   7 4　　　〃　　　　　　〃　

〃 〃 5,070 162,100   3  10 〃 　　　〃　

〃 t 239 577   41  2 平24年 特用林産基礎資料（林野庁）

結果樹面積 ha 5,460 43,700   12 3 平25年 果樹生産出荷統計

収 穫 量 ｔ 121,800 895,900   14 3 〃 　　　〃　

結果樹面積 ha 136 2,170   6 5 〃 　　　〃　

収 穫 量 ｔ 1,710 30,400   6 5 〃 　　　〃　

摘 採 面 積 ha 16,600 39,200   42 1 平26年 作物統計（工芸農作物）

生葉収穫量 ｔ 149,000 389,700   38 1 〃 　　　〃　

荒茶生産量 〃 33,100 83,500   40 1 〃 　　　〃　

き く 出 荷 量 1000本 48,400 1,598,000   3 6 平25年 花き生産出荷量統計

ば ら 〃 〃 24,800 287,000   9 2 〃 　　　〃　

ガ ー ベ ラ 〃 〃 62,800 165,800   38 1 〃 　　　〃　

洋 ラ ン 〃 1000鉢 830 16,200   5 6 〃 　　　〃　

観 葉 植 物 〃 〃 3,730 45,200   8 3 〃 　　　〃　

飼 養 頭 数 100頭 145 13,950   1 16 平26年 畜産統計

〃 〃 225 25,670   1 28 〃 　　　〃　

〃 〃 1,191 95,370   1 22 〃 　　　〃

飼 養 羽 数 1000羽 4,332 172,349   3 18 〃 　　　〃　

総 生 産 量 100t 1,989 47,910   4 4 平25年 漁業・養殖業生産統計

まぐろ類計 漁 獲 量 100t 230 1,775   13 1 平25年 海面漁業漁獲統計

か つ お 類 〃 〃 881 3,058   29 1 〃 　　　〃　

さ ば 類 〃 〃 510 3,885   13 2 〃 　　　〃　

ま す 類 計 収 獲 量 t 1,415 7,697   18 2 〃 内水面漁業生産統計（養殖）

う な ぎ 〃 〃 1,396 14,200   10 4 〃 　　　〃　

生 産 量 ｔ 16,997 39,023 44 1 平24年 水産加工統計調査

〃 〃 5,989 30,506 20 1 〃 　　　〃　

〃 〃 8,261 32,265 26 2 〃 　　　〃　

〃 〃 3,405 12,389 27 2 〃 　　　〃　

〃 〃 25,134 25,224 100 1 〃 ふじのくにHP

〃 〃 11,512 11,512 100 1 〃 　　　〃　

注：茶の全国値のうち、摘採面積及び生葉収穫量は主産県計である。
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関東農政局静岡支局 案内図

関東農政局 静岡支局
〒420-8618 静岡市葵区東草深町7番18号

TEL 054-246-6121 FAX 054-246-6226

【地方参事官室】 054 - 246 - 6121
【経営所得安定対策 チーム】 054 - 246 - 6121
【食料産業チーム】 054 - 246 - 6121
【統計チーム】 （経営・構造） 054 - 246 - 0612

（生産流通） 054 - 246 - 6123
【消費・安全チーム】 （食品表示） 054 - 246 - 6959

（米穀流通） 054 - 246 - 6125
（農畜産安全） 054 - 246 - 6125
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